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論文内容の要旨
研究の意義と課題 資本主義の発展とともに増大してきた国際資本移動の構造は第二次大戦後に大きく
変貌しfたご。直接投資の比重が増大して，他国籍企業が主役となり それは世界経済で
位を占めるにいたつた。とりわけ第三世界の一部で圧倒的な力を発揮している。最近，いくつかの発展途
上国が労働集約的製品の重要な輸出国として登場しているがそれは多国籍企業の展開によるところが大
きい。また，ほとんどの国際経済機構で，多国籍企業の投資は適切に運営されるなら途上国の成長にとっ
て効果的であると論じられるようにさえなっている。
過去20年間に途上国の貿易・産業政策は輸入代替型から輸出指向型へと決定的な転換をとげ，多国籍企
業を受け入れ，開発の促進をはかる途上国が増加している。しかし これらのいわゆる新興工業国の経験
をそれ以外の国の政策オプションにも有効なものとして一般化することは正しいとは言えないのではな
いか。その投資パターンと経済的インパクトはもっぱらその国の工業と企業者活動の発展段階，生産の国
際化の状況，そして政策転換の特徴とタイミングに依存し固によってそれらの特徴が違うからである。
一般化のためには，異なった発展水準の国の国際比較研究が必要であろう。今日入手可能な実証的分析は，
新興工業国の経験に焦点を当てたものばかりでそのようなやり方では誤うた政策決定を生み出しかねな
し、。
以上の問題意識をふまえた本研究の課題は次の通りである。(1)開発に対する多凶籍企業の貢献とその条
件をスリランカとマレーシアを例に解明する。本研究はこの種の比較研究としては南アジアおよび東南ア
ジアにおける最初のものとなろう。 (2)両同にはこれまで多くの共通点が存在したがマレーシアは過去20
年聞に多国籍企業を誘致してスリランカよりもはるかに急速に開発が進み違いが顕在化した。このよう
に違いが顕在化した理由を投資環境比較によって解明する。 (3)途上国に立地する先進国系多国籍企業子会
社は途上国系子会社よりも相対的に資本集約的技術を用いるという仮説が主強されることが多い。このよ
うに主張するには，多様な受入れ国についての系統的で実証的な調査が必要であるO 両国のデータを用い
てこの仮説を検証する。 (4)近年，世界の直接投資総額に占める日本の比重が急速に拡大し.途上国は日本
企業誘致に精力的に努力している 3 日本多国籍企業の展開の特徴と開発に対する貢献を解明する。 (5)上述
の分析をふまえて，途上国の経済成長と開発の政策オプションを提案する。
論文の構成本論文は第 I部，第H部からなる。第I部ではスリランカとマレーシアの経済を概観し，研
究の前提となる理論的背景を検討する。第l章と第2章では荷国経済を概観し第3章では多国籍企業，
経済開発の理論概念，両国の開発における多国籍企業の役割を検討する。第E部は両国における多国籍企
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業の役割lに関する実証研究にあてられる。
研究の要点 アジアの主要な・途上国は輸出指向型工業化戦略を採用して工業化過程を変貌させつつある。
t業化は主に外国企業の直接投資によって促進され，市場開放経済下での政府のさまざまなインセンティ
ブによって推進されている。輸出指向型多国籍企業の誘致についてのスリランカの体験から見ると.授資
インセンティブよりも良好な投資環境が存在するほうが誘致にはるかに重要な俊割を演じている。多国
籍企業が労働集約的産業の立地選択にあたって重視する要素(とくに相対的に低賃金で訓練可能な労働力.
リーズナプ1レな質のインフラストラクチャの存在)でみると，スリランカのランクはかなり高い。それに
もかかわらず誘致の点でパフォーマンスが比較的脆弱なのは この間の投資環境によるといってよい。
スリランカが資源を基縫にした製造業に多国籍企業を誘致する能力は圏内資源の状況からみて限られて
いる。誘致された企業のほとんどはこの国の農産品を利用する分野に関係している。規格化された消費財
の分野ではアパレル産業が依然として多国籍企業を引きつける主要な分野であり，エレクトロニクス関連
企業誘致には成功していない。この不成功の原因は，政治のイユシアチプのタイミングが世界経済の基本
動向とずれていることによると思われる。
スリランカにおける多国籍企業の投資国別構成をみると， 1978年から92年に設立された輸出指向企業の
ほぼ半分を途上国企業が占め，香港が第 l位である。企業規模はほとんどが小規模で、，国際活動を拡大し
始めたばかりの企業が多い。また.日本の比重は東南アジアに比べて低い。
多国籍企業投資によって雇用はかなり増加したがそのほとんどはさほど熟練を必要としない組立作業
で，女性の比重が圧倒的であった。輸出加工区の労働力に占める女性労働者の高い比重から見て，雇用統
計が多国籍企業の雇用面での貢献を過大評価.していることは明らかである。工業製品輸出に占める多国籍
企業のシェアは， 1977年の24%から92年には74%に増加した。過去15年間の.T.業製品輸出の成長のほとん
どは多国籍企業によるものであった。しかしパックワード・リンケージによる投資の波及効果と直接的
技術移転はまだ限られている。このことは，多国籍企業進出がまだ初期段階にあることと，この凶の投資
環境を反映している。つまり この国が多様な促進措置をとったのに多国籍企業にとって魅力的な立地に
ならなかったのはs資源不足， 83年以来の政治的不安定と紛争，アパレルその他の労働集約的製品に対す
る保護.1=.義的障壁，輸出指向工業化戦略への参入の遅れ等の事情が影響している。
これに対しマレーシアは 70年代中頃から工業製品の輸出拡大によ勺て急速な成長と劇的な構造変化を
実現した。製造業は今や最重要産業部門となり，アジアの次の新興工業国と認められつつあるo多国籍企
業はこのサクセス・ストーリーの最も需要な要素であり成熟技術最終製品の牛.産にさえ参入し始めてい
る。この発展は主にインフラストクチャの急速な改善，圏内所得水準の上昇と結びついた圏内需要の増大
によるものであった。しかも 自然資源に恵まれているにもかかわらず資源を基礎にした「近代的」産
業への外国資本の参入はそれほど大きくはない。外国企業による雇用は急増した。製造業雇用は1980年か
ら90年の聞にほぼ2倍になり その40%はエレクトロニクス産業で創出された。外国企業の雇用ノマターン
の特徴は女性労働者の比重が大きいことである。多国籍企業子会社での労働集約性は，全体でも個別の産
業レベルにおいても近年低下しており，これはこの固における急速な賃金上昇と労働力不足に反映してい
る。
途上国はこれまで多国籍企業の受入れ国としての役割しか果たしてこなかったが，今や多国籍企業は先
進国の独占物ではなくなった。「第三世界マルチナショナリズム|は開発の重要な主役になりつつある。
本研究では，企業の国籍と資本集約性との関係は産業部門によって異なること繊維・アパレル産業にお
ける先進国系多国籍企業と第三世界系企業の資本集約性には著ーしい違いがあることが明らかにされる。
日本はマレーシアに対する最も重要な投資問であるのにス 1)ランカは依然として日本企業にとって取
るに足りない立地である。このことが示唆することは何かω 発展途上国は，多国籍企業投資を誘致する政
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策以前に，あるいはそれと歩調を合わせて間内の産業資本の蓄積のかなりの程度の水準をまず実現する政
策を立案することの方が望ましいということであろう。
結論を言えば.輸出指向理外国企業はスリランカよりもマレーシアに大きな収益をもたらした。後者の
経済環境が生産の国際化にとって好ましかったからである。このように多国籍企業が途上国開発におい
て積極的役割を演じていることは明らかである。そのことから最大限の収益を得るには，受入れ国は外国
企業によって作り出されるリンケージ効果を最大にする政策を実施すべきである。この政策によって，地
元企業を外国企業進出部門に結びつけること，しかも外国への従属を高めるような外岡資本支配を阻止し
ながら結びつけることが可能となる。
途上国の政策担当者が本研究から学びうる教訓は何か。多国籍企業誘致は，それが圏内生産の国際化を
促す全面的政策枠組みに適切に組み入れられている時にはじめて予期した結果を生む。輸入f憎型と違い，
輸出指向型生産は，多国籍企業によるものであれ圏内企業によるものであれ，一般的投資環境がその部門
の国際競争力を強化する状況にある時にはじめて可能となる。
論文審査の結果の要旨
本論文は次の点で評価される。
第1に.多国籍企業の経済開発に対する貢献に関する研究成果は，その重要性にもかかわらず，理論の
分野でも実証研究の分野でも少ないのが現状である。また東アジア東南アジア地域NJEsの経済開発に
言及したものは存在するが，本論文のように南アジア地域のスリランカを取り上げ，しかも多国籍企業誘
致を経済開発につなぐことで一定の成功をおさめたマレーシアとの国際比較を試みている研究はない。本
論文の問題設定は，まずその点で独自の問題領域を開拓したといえよう。第2に，発展途上国の国民経済
の独自の発展のあり方望ましい産業政策のありかたを解明する視点から多国籍企業投資のコストとベ
ネフィットを分析し多国籍企業から最大限の開発利益を引き出す政策を策定しようとする態度は.持続
的発展を重視する最近の開発論の視点にもつながりうるもので，評価される。第3に，多国籍企業を先進
国企業と発展途上国(ないし第二世界)企業に区分し，経済開発への貢献を論じる視点は新鮮な問題提起
であり，今後の展開が期待される。
問題点がないわけではないG 第1に，日本多国籍企業に隠する統計は1990年までのものを使用し，最近
の展開の特徴を十分に反映しきれていない。これは英語文献に依拠して分析したためと思われるが，実証
的研究とするからには，日本語による最新の基本的統計資料の参照も必要であったと考えられる。もちろ
ん.そのことによって，展開されている論旨に決定的に否定的影響が現れている訳ではない。第2に，本
論文のメインテーマが経済開発との関係の解明であるにしても，多国籍企業に関する濫命的，理論史的サー
ベイを補強した方が，分析の理論的水準の厚みを琳すのに貢献したのではないか，第3に，分析に用いら
れている概念のなかには，十分に説得的でないものもいくつか見受けられる。ただ，新しい問題領域であ
るだけに，これらの概念が論理的にまだ十分に成熟する段階に到達していないことの反映と言えなくもな
い。これらの問題点は，論旨全体の流れから見て本論文の基本的到達点を損なう程度のものではない。
以上の理由から，審査委員会は一致して本論文が本学大学院経営学研究科博士課程の修了を認定するに
足る水準に対していると判定する。
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